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日中交流は科学技術者の信頼と友好から 
日中科学技術交流協会理事、山岡亜夫 

 

 

去る４月２１日に東

京大学山上会館で第４

回日中電子材料シンポ

ジウムが開催された

（本誌 No.149 報告）。

日中電子材料シンポジ

ウムの成功は当交流協

会と中国科学院との永

い交流と相互信頼によ

る。第１～３回は上海と北京で開催され日本

から専門家がグループ参加した。主として超

ＬＳＩ関連の科学院の研究所、清華大学、北

京大学、上海大学を訪問して中国の半導体技

術に触れることができた。特に、第４回は中

国科学院上海微系統与信息技術研究所の王

曦所長を団長として企業の技術者が２０名

参加して技術講演が行われ、中国の半導体と

周辺材料の実態がよく理解でき有益であっ

た。毎年、中国の半導体技術は着実に進歩し、

シングルナノメータ技術で２０２０年には

日本に追いつき、量産コストで追い抜くと予

想される。日本側からも大学と企業から貴重

な研究報告があり、活発な討論が行われた。

日中間のナノテクノロジー・半導体研究者は

お互いの技術の進歩を真摯に受け入れ、参加

者間の親睦と交流はこの上なく深まった。 

筆者の中国との最初の関りは１９８１年、

文化大革命後６年位の時期で、文化大革命の

嵐が吹き荒れ、実権派、著名な文化人、大学

教授など自己批判が強要されたり、市中引き

回しをされたりした。 革命鎮静後間もなくの

訪中だけに筆者にも緊張感があった。しかし、

北京空港での出迎えの方が、人民服をスマー

トに着こなし、柔らかな物腰、笑顔、流暢な

日本語で挨拶をされ、不安は一気に払拭され

た。歓迎宴で筆者は思い切って発言した。「私

たちはこれまで貴国の様子が殆ど分からなか

ったので、貴国のことを怖い国だと思ってい

ました。ところが訪れてみると皆さんとても

優しく暖かい方々なので安心しました」と。

すると、北京化工大学の黄硫礼教授がすかさ

ず「私たちも中国は怖い国だと思っていまし

た。暴動の恐怖が何時まで続くのか心配の毎

日でした」と答えられ、国民がほっとしてい

る状況がうかがわれ、こちらも心にゆとりを

もって中国の方々と交流できると感じた。私

は北京の Academia Sinica の感光化学（現物

理・化学）研究所やその他の研究所で機能性

高分子の講義を行った。内容は主としてマイ

クロテクノロジー(当時は現在の１００倍以

上大きい 2000nm 構造)と材料の話だった。講

義環境は、時折停電で話が中断される等総じ

て良くなかった。三時間ほどぶっ通しで講義

をした後、若い女性の研究者が、質問に来ら

れたが、私はその質問者のノートを覗いてび

っくりした。私が日本語で話した内容の趣旨

をほぼ完璧に記録していた。中国にはこんな

優秀な人がいるのかと思わず顔を見つめ、中

国の科学技術の発展の可能性を肌で感じた。 

３３年後の今、中国は半導体技術で我が国

と肩を並べようとしている。科学の前に人間

の努力は公平である。信頼と友好によるお互

いの切磋琢磨が相互の発展に貢献することを

願う。 
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第二回水処理環境技術シンポジウム訪中団 報告 
2014 年 4 月 13 日～4 月 19 日 理事 中河 正勝 

 

Ⅰ．全体概容 
１．目的と概容 

中国の環境問題は厳しい状況にあり、日本

にも実害を与えており、早期に実効ある改善

が望まれる。 

当協会は、２０１１年 7月第一回環境分野

水処理技術交流訪中団を組織し、上海、北京

の大学、水処理関連施設の交流を行ったが、

今回も本分野に関し、学術交流と実業技術

（ビジネス）交流の融合を図り、中国環境問

題の実効的改善に役立てることを目的とし

て第 2回目のシンポジウム（研討会）と研究

所交流を実施した。 

開催したシンポジウムと研究所等は下記

の通りであり、シンポジウムでは課題の共有

化と日本の技術支援の議論を深め、研究所訪

問では水質汚染の要因を分析し、課題とその

対応について議論した。 

 

（１） シンポジウム（研討会） 

4/14 上海交通大学環境工程学院研討会  

4/17 清華大学環境学院研討会 

4/18 科学院生態応用研究センター研討会 

 

（２） 研究所等訪問交流 

上海市 

4/15 都市水資源開発(南方)  

4/15 国家工程研究センター  

4/15 楊樹浦水工場       

4/15 上海市科学技術協会  

北京市 

4/17 北京市排水集• •      
 

２.訪中団員 

①団長 中河正勝 協会理事（株）HE-KJS社長 

②副団長  瀧和夫 千葉工業大学名誉教授 

③団員 

木村将弘 東レ 地球環境研究所所長・博士 

谷學 グリーンブルー（株 社長 

井藤憲次 （株）カナガワファニチュアー社長 

 

３．シンポジウムの意義 

（１）上海研討会でのメーカ各社の交流 

今回、上海交通大学の張振家教授から初め

て、日本進出合弁企業の参加をお願いし、日

本の水処理技術合弁会社5社 7名の参加を得、

活発な討論ができ、下記のとおりで有意義で

あり、今後研討会＆技術交流訪中時に日本の

進出企業の参加を募ることとしたい。 

 

１）参加日本企業は水処理関係を得意とす

る大手企業であり、そのカバー率は５

０％以上と考えられている。 

２）日本の最新水処理技術動向や他社のビ

ジネス動向を知り、相互に役立つ。 

３）普通は競合企業と話し合う機会は少な

いが、この機会がキッカケで情報交流

ができ大変ビジネスを推進するうえで

効果的である。 

 

（２）中国水処理ビジネス情報の入手 

「中国水処理に関するビジネス情報」の講演

(CWR 代表内藤氏）をいただき貴重な中国情報

を入手でき、中国進出企業にとって大変有意

義であった。今日当協会主催の訪中報告会に

CWR 代表内藤氏の講演を依頼し快く引き受け

ていただいた。日系進出企業にとってこの情

報は、大変貴重でありビジネスには必須の情

報である。中国での水処理技術動向に関して

は、中央政治の政策を知る上で必要欠くべか

らざるものと考える。 

 

４.上海浄水技術学会等の動向（４/15） 

（１）２０１１年 7月訪中時の第一回シンポ

ジウムで陸理事長は、上海市の水処理関係大

学、上下水施設等機関をリードしていく立場

であり政府（北京）のパイプ役的機能を有機

的に結びつけている重要な機関である。  

（２）中国科学院上海応用物理研究所は、核

開発研究機関であるが、中央政府より膜技術

による水処理研究を行っており核開発にと

って水処理技術は重要なテーマであるとの

認識である。日本の福島原発事故でも水処理

技術は重要なテーマとなっていることから、
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当然と言える。第一回環境分野水処理シンポ

ジウムを開催するにあたり、上海応用物理研

究所と浄水技術学会とのコラボによるシン

ポジウムを実施し、第二回の水処理は膜技術

シンポジウムの実施リクエストにつながっ

た経緯がある。 

（３）上海浄水技術学会陸理事長は次期理事

長を退任し、顧上海浄水場総経理が就任予定 

（４）上海浄水場の課題は、浄水場から各吸

水口に至る配管の老化でその対応が困難な

状況であるとのこと。 

 

上海浄水場参観記念写真 

 
上海浄水場 説明（４/15） 

 
上海浄水場 現場視察 

 
 

５．中国科学院生態環境研究中心訪問 4/18 

（１）1975 年国立環境研究所設立 (４/18)

楊副センター長説明 

（２）1986 年動物生態研究所と合体して今日

に至っている 

（３）研究員 400 人、学生 600 人 

（４）組織 

①研究系統 

環境化学・生態毒理学国家重点実験室 

環境水質学国家重点実験室 

城市区域生態国家重点実験室 

科学院環境生物技術国家重点実験室 

大気環境科学実験室 

水汚染コントロール実験室 

土壌環境科学実験室 

環境納米材料実験室 

大気汚染コントロールセンター 

②情報系統・管理系統 

（５）生態研究センター研究費予算 

国家から ８０％ 

→４億元（６８億円） （2013 年度） 
地方政府・企業からの委託研究 ２０％ 

→基礎研究から応用研究 
（６）大きな推進プロジェクトの分類 

①フェーズ１ ３０億元   １０００

万元～５０００万元 

②フェーズ２ ３０億元 応用から事業

化まで 

③フェーズ３→下水道、湖、領域水域管理 
 

＜センターの研究トピックス＞ 

（１）水膜技術 EBM 研究と応用に重点 

（２）北京市の 50 万トン浄水に膜を使用

→中国は外国並には時間がかかる 
（３）家庭用雑廃、汚泥処理、畜産汚泥は

発酵熱分解 

（４）国家予算化条件→サンプル・モデ
ル・デモストレーション 

（５）国家プロジェクト→設計(グランド
デザイン）＋土木＋機械設備 100 万

トン（大型）10万トン～50万トン（小

規模） 

中国での水処理の最大の課題は、水処理汚

泥処理廃棄物の処理 

 

６.上海市科学技術協会表敬訪問（４/15） 

2011 年 12 月上海市科学技術協会と当協会

が「日中間科学技術交流＆ビジネス交流に関

する包括的契約」を締結しそれ以降日中間の

厳しい局面で活動が殆ど行われていなかっ

た。今回の訪中のあたり上海市科学技術協会

を表敬訪問し幹部と意見交換を行った。以下

概要を報告する。 

（１）面談者 

上海市科学技術協会：王祖范 副秘書長 、

国際部 Nancy Lin、 他６人 

（２２）面談概要 
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＜王 副秘書長＞ 

①２０１１年の包括契約（備忘録）を締結

し貴協会との科学技術分野での学術・ビジネ

ス交流が活発化の環境が整備され喜んでい

る。しかし日中間の厳しい情況であまり活発

でありません。 

②契約更新も２回目で今後活発に計画的推

進をしていきたいので協力ください。 

③現在中国では、日本と同じく老人人口が増

えていくので老人に関する色々な交流を行

いたい。 

④保険・旅行等を組み合わせたビジネスが今

後増えてくるので協力をお願いしたい。 

⑤エネルギー関連も今後大きく発展するも

のと考えている。 

⑥備忘録に従いぜひ協力をお願いしたい。 

＜中河団長より＞ 

①２０１１年以来契約に基づく交流が行わ

れず申し訳ありません。 

②その間、日中間の厳しい状況でストップの

状況が続きました。 

③2012 年度には日本で技術展示会が非常に

多く実施されており、中国企業の参加を支援

する提案をしたが実現していない。 

④今後ビジネスに関する計画の提案をして

いきたい。 

⑤ビジネスが進展するかに関しては、中国が

直面している課題の実情にマッチした改善

策とその受け入れ方法がフィットすること

がベストとなります。 

⑥ビジネスは、双方にとって Win-Win の関係

が成功の要件となります。 

 

上海市科学技術協会表敬訪問（４/15） 

王祖范 副秘書長記念品の贈呈 

 

 
 

Ⅱ.シンポジウムの内容 
１．上海シンポジウム 

報告者： 瀧 和夫（千葉工業大学名誉

教授、日中科学技術交流協会会員） 

 

 
上海交通大学セミナー会場にて記念写真 

 

（１）日本側基調講演：瀧 和夫（千葉工業

大学名誉教授、日中科学技術交流協会会

員） 

１）題目：21世紀における水環境問題 

の解決策を探る 

２）講演概要 第Ⅱ-1図 

①これまでの水環境に関する科学と技術

の多くは水質改善が中心課題であり、水環境

の本質に至る議論は未だなされていなかっ

たように感じます。法規制の下での環境技術

に止まっていると言っても過言ではありま

せん。いま、私たちの周囲にある水は太陽エ

ネルギーによって、地圏と大気圏の間をめま

ぐるしく循環しており、ポテンシャルエネル

ギーを与えられた雨水は、位置エネルギーを

運動エネルギーに変換しつつ高山から沢を

伝い湖へ、あるいは平野を経て海へと流れ下

っています。河川水あるいは湖沼水となった

雨水は色々なものを溶かし、あるいはまぜ入

れながら流れ下っています。 

この過程の中で水を生活や産業へと取り

入れ、更に、夾雑物などの不要と思われるも

のを生活圏外へ送り出す技術、あるいは、

人々の健康や自然環境へのリスクを最小限

に保つ技術を個々の技術「水処理技術」とし

て高めて来たわけです。 

②21 世紀における水環境問題の解決には、

総合的環境図あるいは総合企画の下でのエ

ネルギー収支および物質循環収支を検討し

て行くことが必要と考えます。例えば、上・
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下水道水処理で除去された生態エネルギー

と物質の有効利用、発電、リン・肥料回収な

ど総合的観点からの技術革新と企画が望ま

れています。水環境問題の解決策は、エネル

ギーはカスケード的利用として、水を含めた

物質は効率的回収と利用へ繋げられるか否

か、そのための科学と技術を求めるところに

あると思います。 

③自然の循環の中での「持続的環境の享

受」の確立の考えが必要であり、そのための

科学と技術であってほしい。 

 

 

 

 第Ⅱ-１図 瀧和夫副団長基調講演資料抜粋 

 

 

（２） 中国側基調講演:陸 柱（上海浄水技 

術学会理事長） 

１）題目：中国の浄水技術の現状 

２）講演概要  

上海浄水技術学会は1980年 6月に発足し、

47 団体、800 名の会員を抱える団体である。

学会には給水浄化、水質検査、冷却水処理、

浄水処理、系統総合管理、雑誌編集委員会な

ど 8専門委員会を置いている学会である。 

 さらに、演者の所属する中国科学院上海応

用物理研究所について、現在の研究所は原子

核研究所が出発点であり、その後、中国科学

院上海応用物理研究所へと改名された。した

がって、当研究所の担当分野として、原子炉

に係る研究・技術開発および水処理に係り研

究・技術開発としている。1980 年より膜処理

による廃水処理が導入されたことから、原子

炉のみならず、一般の浄水への事業展開がな

されるようになってきた。 

現在では、膜技術のみならず、膜処理と生

物処理を組み合わせたバイオ・リアクターも

研究対象としている。 

バイオ・リアクターには低濃度処理水に対

しては平膜を、曝気性処理をするような高濃

度処理水に対しては曝気性MBR処理を導入し

ている。ここで、処理工程における膜の導入

は、特に、高濃度処理に対しては曝気性処理

後(後工程として)に組み込まれており、これ

による BOD5 除去率は 70～93％、COD(処理原

水濃度 13000mg/L)除去率を 85％とすること
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ができる。COD 除去率を 90%とするためには

HRT は 24 時間必要と考えている。また、メタ

ンガスが 70％存在するような下水処理(し尿

処理)では HRT を 18～24 時間とることによっ

て、中空糸膜処理を可能とすることができた。

さらに、膜の形状や種類を変え、運転時間を

間欠運転にした場合など、その効果を検証し

ていた。 

次に、食品工場排水における膜処理技術を

導入した場合について説明がなされた。曝気

性反応槽への浸水型の膜処理装置である。実

験は 6 月 24 日から 120 日間行われ、その間

の流入排水濃度は 1000mg/L から 6000mg/L へ

と変化したものの、処理排水濃度は 50mg/L

以下とすることができた。この効果を得るカ

ギとなるものは膜装置の回転数にあり、

200rpm 程度が最適装置回転数である。本装置

の導入によって、従来型の処理装置より 32％

程度エネルギー低減が可能である。 

最後に、この回転型膜処理装置の導入（膜

の回転数の適切な管理）によって大方の食品

排水の処理が可能であるとの説明を受けた。 

 

（３） 日本側講演  東レ 木村所長 

１）題目：水処理膜技術の最新技術開発の

現状と将来 

２）講演概容： ２．節参照 

 

（４） 感想:（副団長 瀧和夫） 

現在の中国においては、丁度日本の大正・

昭和の時代と同様な直轄事業的組織になっ

ているように感じられた。すなわち、公の研

究所が営利事業そのものを担当する事が出

来るように組織立てられているように思わ

れる。我が国の研究所では営利の目的はない

が。この部分が日本の組織体制と根本的に異

なるところだろうと考える。したがって、レ

ベルの高い技術および研究に力点が置かれ

がちで、その結果、事業化に重きが置かれが

ちになっているのが中国側講演から感じら

れた。 

ただ、その後、「資源循環の理念はこの時

代の重要理念です。是非、今後、教えてくだ

さい。」のメールが届いていることからも、

水処理技術としての水環境保全のための要

素技術研究のみに拘ることなく、資源循環の 

理念に耳を傾けようとする研究者もいるこ

とに中国環境科学の将来を見る思いである。 

２.清華大学シンポジウム 

報告者：木村 将弘東レ株式会社 地球環 

境研究所所長・工学博士 

 

（１） 日本側基調講演：工学博士 木村 将

弘（東レ株式会社 地球環境研究所

所長） 

１）題目：科学に基づいた膜水処理用膜技 

術の進歩 

２）講演概要 第Ⅱ-２図 

①世界の水問題として、安全、安心な水が

得られない地域が存在することがある。一方

で、海水やかん水などから淡水を得る技術と

して、蒸留法、膜法が開発されてきており、

特に後者は、その技術革新により、省エネ、

低コスト化が進み拡大している。 

②東レは、膜の中で、MF、UF、NF、RO すべ

ての膜を独自で開発し、上市しており、それ

ぞれの分離性能によって水処理技術として

展開している。今回、塩などの一価、二価イ

オンの高除去を可能とする RO 膜、上水、排

水処理、RO の前処理などで使用される UF 膜

の技術進歩について報告する。 

③RO 膜に求められる性能として、塩などの

除去性能に加え、農作物への影響が懸念され

るホウ素などの除去性能も重要視されてい

る。また、省エネの点では、透水性の向上や

低圧力運転を可能とする膜が求められてい

る。さらに、近年、多くの地域で使用され、

様々な原水に対応するため、低ファウリング

性や薬品洗浄性が求められるようになって

きている。 

④RO 膜の進歩として、透水性に関連する、

ひだ構造の制御、除去性に関連する、孔構造

の制御が行われており、この十年間で造水量、

塩除去性を２倍に増やしてきている。また、

表面の凹凸制御と親水性制御による低ファ

ウリング性の付与、RO膜の機能層であるポリ

アミドの高次構造制御による耐薬品性の向

上が行われている。 

⑤UF 膜では、相分離現象を制御し、高強度

な熱誘起相分離による UF 膜が開発されてき

た。UFモジュールで問題となる糸切れを生じ

にくくなり、トラブルの未然防止として好評

を得ている。また、UF膜の孔径をファウラン

トよりも小さく設計することで、膜間差圧の

上昇を防ぎ、安定運転を得る技術も開発され

ている。 
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⑥今回の技術は、これまでの膜技術の進化

の一例であるが、今後も、膜技術の革新によ

り、水問題の解決への貢献が期待できる。 

 

第Ⅱ-２図  東レ・木村博士基調講演資料抜粋 

 
 

（２）中国側基調講演：黄 霞（教授） 

千葉大学名誉教授、当協会理事 鈴木伸先

生との大気汚染の共同研究をされた先生。 

１）題目：膜技術 

国際学会での中国の「膜技術」に関する研

究状況報告があり、国際的に先端開発研究が

進められている。 

 

（３）中国側講演:劉 翔（教授） 

第一回精華大学水処理シンポジウムでの

技術討論に参画いただいた先生でもありま

す。 

１）題目：地表水環境汚染の抑制技術 

千葉工業大学名誉教授、当協会委員 瀧和

夫先生の基調講演とほぼ同じ研究内容の発

表があった。大変オーソドックスな研究をす

べての水処理汚染要因の分析を手掛けてお

り貴重な報告といえる。 

 

 

 

３．中国科学院生態環境研究センター 

報告者：木村 将弘 東レ所長・工学博士 

 

①講演者:陳梅雪（副研究員） 

講演題目：汚水処理と再生技術 

②講演者:趙長偉（副研究員） 

講演題目：ナノろ過と膜蒸留技術 

③講演者:肖 鋒（副研究員） 

講演題目：水処理技術とその応用 

④講演者:魏源送 

講演題目：MBR による排水処理技術 

 

中国における水処理汚染問題は、極めて深

刻で一刻の猶予もないと思われる。大学、研

究機関等研究が行われている。今後政府主導

で研究機関、企業が一貫性と統一的に推進し

ていくことが重要との認識を得た。 

第三回は日本が経験し、対策した自治体を

中心とした成功事例と、その推進体制につい

て議論を深めたい。 
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Ⅲ.技術交流会報告 
報告者：グリーンブルー株式会社社長 谷學  

 

1.技術交流会会場と参加企業 

（1）訪問日時：2014 年 4月 14 日（月曜日）、

14：00～16：00 

（2）訪問先の組織概要と研究の内容 

 1）訪問大学：上海交通大学 

 2）訪問学科：環境科学・エンジニアリン

グ学院 

 3）大学参加者氏名と役職： 

張振家 教授（環境科学・エンジニアリ

ング学院、膜分離技術研究所 所長 

徳意 教授（環境科学・エンジニアリ

ング学院） 

4）日本側日中科学技術交流協会の団員氏

名ならびに役職 訪中団員 参照 

 

5）中国進出日本企業名と参加者氏名等 

楊瑜芳（東レ先端材料研究開発（中国）

有限公司水処理研究所所長、工学博士 

森真一郎（帝人（中国）投資有限公司環

境事業部部長） 

王建中（帝人（中国）投資有限公司、工

学博士） 

野辺建湧（住友精密工業技術（上海）有

限公司総経理） 

寺田茂樹（栗田工業（蘇州）水処理有限

公司副総経理） 

王農村（栗田工業（蘇州）水処理有限公

司機械設計課主任） 

陳暉（オルガノ（蘇州）水処理有限公司

営業部長、工学博士） 

内藤康行（チャイナ・ウォーター・リサ

ーチ 代表） 

 

２．技術交流会の概要 

（１）谷代表取締役からの話題提供 

中国における飼養豚数が世界の 60％を占

めていることに触れ、養豚場の排せつ物によ

る水源（湖や河川）汚染が、見逃せない大き

な水処理問題の一つであることの説明を行

った。日本は戦後間もなく産業公害で苦しん

だが、1980 年には改善を見ている。しかし、

養豚など家畜による排せつ物汚染は 1985 年

に「畜産公害」として注目され、本格的な法

的措置が取られたのは 1999 年であること、

さらに、排せつ物の処理施設に助成金が付く

ようになったのは2004年の法改正後であり、

比較的最近になって本格的な取組みが行わ

れるようになったなどの紹介を行った。養豚

場排せつ物を効果的に処理する技術の一つ

として、マイクロ・ナノ・バブラーの利用し、

成功した事例（秋田県十和田ファーム）をビ

デオ紹介した。ちなみに紹介したマイクロ・

ナノ・バブラーは、富喜製作所製のものであ

る（第Ⅲ-１図の写真参照）。今後中国におい

ても、この技術を応用した水処理が、畜産排

せつ物のみならず進められる可能性につい

て問うたところ、上海交通大学環境科学院で

は IHI 製のマイクロ・ナノ・バブラーを導入

し、実験を進めているとの話を張 振家教授

からいただいた。 

 

第Ⅲ-1図  富喜製作所製マイクロ・ 

  ナノ・バブラ―（製品規格 30W） 

 
 

（２）井藤 憲次代表取締役の会社紹介 

有機性廃棄物分解菌群Ｆ001 が棲息する

菌床（担体）に、有機性廃棄物を投入し、シ

ョベルローダー等で混合・撹拌（切り替えし）

すること 47 時間、その後静置することで有

機物を発酵させ、水と二酸化炭素に分解し、

有機性廃棄物の効果的な減容化と施設の臭

についても成功した事例が紹介された（下の

第２図参照）。本技術は、中国が困っている

都市水処理に伴い発生する大量の汚泥処理

に、役立つ技術ではないかとの示唆があった。

詳しくは以下を参照されたい。 

http://www.kanagawa-furniture.co.jp/b

aio/company/about.php 

２,９００ｇのかつおの粗 ４７時間後、残渣は５６６ｇに
図-2有機性廃棄物分解菌群 F001 を使った生ごみの事例  
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（３）楊 瑜芳東麗先端材料研究所開発（中 

国）水処理研究所所長〈東レ現地法人） 

水処理膜技術の 研究や下水・産業廃水処

理ならびに再利用の技術開 発、海水の淡水

資源化技術の開発などを行っていることの

紹介があった。また、同時に中国において東

レ水処理膜製品の技術サポートを行い、東レ

の膜技術の中国市場での応用を推進すると

ともに、中国の 一流大学、研究所と共同研

究を行い、積極的に国家計画や地方の重点科

学技術研究プロジェクトに参加しているな

どの説明があった。なお東レ製品で、今中国

で一般的に注目されているものとして、エン

ド・オブ・パイプ（水道の蛇口）に取り付け

る浄水器（第Ⅲ-３参照）が評判であること

の紹介があった。 

出典：http://www.torayvino.com/  

 

 
（４） 森 真一郎 帝人（中国）投資有限公

司環境事業部部長 

同社の中国投資有限 公司が 2010 年 4月に上

海で営業を開始したこと、また、帝人株式会

社はさらに中国において急拡大する水処理

のニーズに対応するため、2013 年 8月に遼寧

省瀋陽市（省都）に帝人（瀋陽）環保科技有

限公司を設立したこと、加えて瀋陽市渾南新

区に水処理施 設を納入したことなどの説明

があった。帝人は水処理技術に多段式生物処

理装置「MSABP」（米国 Aquarius Technologies 

Inc.社の登録商標：第Ⅲ-４図参照）技術を

採用し、同技術が汚泥発生量の削減に、施設

の極小化、さらにリモート監視により複数の

下水 処理場監視が可能になったこと、また

短工期、管路工事費用削減、省メンテナンス

に優れているなどの特徴について紹介があ

った。帝人（瀋陽）環保有限公司は、中国の

中でも特に東北3省における総合水処理ソリ

ューションカンパニーを目指し、市場の拡大

を図るとの説明があった。詳しくは、以下を

参照されたい。 

http://www.teijin.co.jp/news/2013/jbd13

0424_34.html  

第Ⅲ-４図 多段式生物処理装置 

 
 

（２） 野辺 建湧 住友精密工業技術（上海） 

有限公司 総経理 

 同社の日本企業である住友精密工業株式

会社が 1974 年にオゾン発生装置の製造・販

売を開始して以来、上 下水・プール・産業

排水・リサイクル水等の水処理システムにお

いて多くの実績を有 していることの説明が

あった。また、オゾンによる高度水処理の草

分け的企業でもあり、現在はマイクロ・ナノ

バブルを使った水処理については、日立製作

所と共同実験を進めていると言うことであ

った。中国においては、都市の水需要に応え

るために水の再利用に力を入れている。また、

ゴミの浸出液の処理についても手掛けてい

る。中 国おける水処理事業は、上海のみな

らず成都でも実績を有している。中国への進

出は、4 年前の 2010 年 6 月に果たしている。

詳しくは、以下を参照されたい。 

http://www.jpubb.com/press/176746/ 

 

（３） 寺田 茂樹 栗田工業（蘇州）水処理

有限公司副総経理 

中国進出のきっかけは日本電気（NEC）が

中国で半導体製造を進めることになり、それ

に付いてゆく形で進出することになった。 

ちなみに中国進出は改革開放（1978 年）よ

り以前の 1974 年に実現している。栗田工業

の事業戦略は、「ケミカル」「装置」「メンテ

ナンス」を三位一体とする展開が図られてい

る。同社の中国拠点は蘇州、上海、大連の３

か所が中心的な役割を担っており、企業形態

も当初は日本人を中心とする組織であった

ものを、現在は中国人を中心とする組織体制

に組換え、部材も 99％が現地調達になって

いる。しかし意に反して、品質面などのトラ

第Ⅲ-３図 トレビーノ（東レ） 
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ブルが絶えない状況である。中国におけるビ

ジネスの難しさは、「人民元」で決済するこ

とに加え、品質面において日本に及ばない点

などが挙げられる。なお、廃水処理は水質分

析が不可欠であり、モニタリングする力がな

いと建設した設備を適切に運転管理するこ

とが難しい。失敗事例として“ 天津エコ工業
団地”（建設方式は BOT）が挙げられる。この
ケースでは、回収水を UF（限界ろ過膜）と

RO（逆浸透膜：Reverse Osmosis Membrane）

を使って処理したが、しかし COD基準値を満

足させることができなかった（第Ⅲ-５図）。

結局、薬品を使って膜の目詰まりを取り除く

手法を取った（注：UF は RO 膜処理の負荷を

軽減させるために、一般的に前処理設備とし

て利用される）。栗田工業（蘇州）から、中

国における水処理ビジネスの厳しさについ

て、具体的な事 例を挙げた説明は、貴重な

情報であると受け止めた。 

第Ⅲ-５図  UF 膜と RO膜 

 
http://www.toraywatertreat.com/jigyou/j

ig_002.html 

 

（４） 陳 暉 オルガノ（蘇州）水処理有限

公司営業部長（工学博士） 

オルガノ株式会社は、2003年に中国江蘇省

蘇州市に正式な子会社、オルガノ（蘇州）水

処理有限公司を設立した。その前身として

2001 年上海に駐在事務所を設け、02 年 8 月

にオルガノ上海を、03年 9月には広州事務所

も開設している。蘇州市にオルガノ（蘇州）

水処理有限公司を設立した背景は、中国にお

ける水処理ビジネ スのさらなる拡大を図る

ことが目的で、今日ではユニットの組み立て、

樹脂再生、薬 品製造、水質分析等、水処理

の一貫工場を建設している。ちなみに同有限

公司設立 3年後の、2006 年度の売上額は 5億

円に達している。 

詳しくは以下を参照。 

http://www.organo.co.jp/pressrelease/pr

essrelease2004_49.html   

陳部長からは、この他、オルガノ蘇州は、

廃水ゼロのコンセプトのもと企業内で「オル

ガノ賞」を受賞している。中国における水処

理で考慮すべき事柄は、日本の水質と中国の

水質が異なる点に注目する必要があること。

すなわち水処理装置の適切なメンテナンス

には、正確な水質情報が欠かせないことの説

明がなされた。 

 

（５） 内藤康行チャイナ・ウォーター・リ

サーチ代表 

「中国の最新水ビジネス情報」と題して、中

国における水ビジネスの実態ならびに今後

の方向性などの話を、詳細なデータを基に説

明が行われた。要点は以下の①～⑪の 通り

である。 

 ① 「劣Ⅴ類」（中国における水質基準を表

す標記、表-1 参照）の水質の水は使えない。 

 ② 中国の水質は、Ⅳ、Ⅴ類の水質が圧倒

的に多い（水質分類の出典は、2003 年中国 環

境状況広報・淡水環境から) 

 

表-1 国家地表水環境品質分類 

 
 

③華北地域は地下水に依存している。同地域

は水不足が常態化している状況でありなが

ら、水を大切に使わない。 

④華北地域の水価格は、諸外国と比較し安す

ぎる（3.5 元/トン、現在は 5元/トン）。 

⑤フランスのベオリア・ウォーターの中国に

おける水ビジネス・モデルが必ずしも良いと

は考えられない。 

⑥水処理の入口から出口までのシステムを

売るのか素材（部材）を売るのか、検討を要

する。 

⑦内藤氏の私見として、日本企業は総じて素

材（部材）提供をビジネス・モデルとして展

開することを薦める。 

⑧水需要には民需、官需そして生活用水、工

業用水とあるが、行政組織は予算を持ってい

ない。 
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⑨「南水北調」プロジェクトには疑問が残る。 

⑩農業分野の水ビジネスは成立しないと見

ている。 

⑪海水の淡水化による水は、高すぎて買って

もらえない。内藤代表からは、様々な数値情

報データを基に、中国における水ビジネスの

実態、あるいは可能性に関する説明を受けた

が、パワーポイントで示された資料が膨大で

あり、詳細に書き遺すことができなかった。

5/27 の「環境分野水処理技術シンポジウム

＆技術交流会訪中報告会」で、改めて内藤代

表のプレゼンテーションを聴講された。 

中国は、下水処理場建設など公共工事に関

わらず建設工事に当っては、以下の三つ の

政策が求められている 

 

（1）「環境汚染の未然防止を中心とし、未然

防止と汚染処理を両立させること」、 

（2）「汚染者が汚染を処理し、開発者が環境

を保護し、利用者が環境汚染（破壊）を補償

すること（PPP の原則）」、 

（3）「環境管理を強化すること」に加え、9

つの環境管理制度（※注）の実施 

 

※9 つの管理制度とは、①環境影響評価制

度、②「三同時」制度 （開発に当たって、

法に基づき主体工事と同時に環境保護施設

の「設計」「施工」「運転」の 3 つをいう）、

③排汚費（汚染物質排出費）徴収制度、④環

境保護目標責任制度、⑤都市環境総合整 備

に関する定量審査制度、⑥汚染物質集中処理

制度、⑦汚染物質排出登記・許可証制度、⑧

期限付き汚染防除制度、⑨企業環境保護審査

制度等下水処理場の建設は、５カ年計画に基

づき計画通りに進められているようだが、下

水処理場から出てくる汚泥については 80％

近くが未処理で、埋め立て処分に向かって 

いる。したがって、汚泥による悪臭や土壌汚

染等二次汚染が問題として浮上しているの

が実態である。 

 

最後に、張 振家 教授の総評として、今後

は中小企業に向けた水ビジネスに焦点を当

て、技術と機材（素材、部材）を合わせた取

組みが期待される。また、工場排水処理は多

様なビジネスであり、中国人を上手に使った

展開が期待されると説明され、技術交流会を

締めくくった。 

３．上海浄水場参観報告 

報告者：グリーンブルー(株）代表取締役 

社長 谷 學 

訪問日時：2014 年４月 15 日 10～12 時 

（１）訪問先 

1） 城市水源開発利用（南方）国家エン

ジニアリング研究センター 

2） 上海城市水資源開発利用国家エンジ

ニアリングセンター有限公司 

3） 上海青草沙水源給水験証基地 

（２）訪問先における面会者： 

総経理  願玉亮（高級経済師、教授級高

級エンジニア） 

副総経理 周新宇（教授級高級エンジニ

ア） 

総工程師 張東 （博士、高級エンジニア） 

陸暁峰（上海天文館建設指揮部副指揮） 

 

（３）訪問場所の概要地図 第Ⅲ-６図 

１）４月 15 日午前の最初に訪問した「城

市水源開発利用（南方）国家エンジニアリン

グ研究センター」 

２）次いで訪問した「上海青草沙水源給水

験証基地」 

 

第Ⅲ-６図水資源研究開発験証基地分布図 

 
  

（４４）交流内容 

1）中河正勝団長：今回の訪問では、2011

年 11 月の第 1 回に次ぐ第 2 回目の交流を

果たした。技術の利用プロセス、「研究開発」

⇒「応用技術」⇒「現実的に利用できる技術」

という流れである。1972 年の日中国交正常化

以来、学術交流を中心に進めてきたが、実業

の面でこの交流会が活きる時代が到来した。 

2） 陸 暁峰副指揮：中国側としては、応

用技術を早く確保したい意向を示した。現 

実に汚水の高度処理を実現しているが、汚泥

処理はまだ課題を抱えている。 
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3） 周 新宇副総経理は、100 万 tの汚水処

理施設の設計者で、張 東総工程師は同済大 

学の出身で、都市浄水処理の責任者である。

上海の浄水プロジェクトは「北方」と「南方」

の2つに分かれており、市改革発展委員会は、

2012 年に南方に向けて総 額 200 億元の投

資を明らかにしている。南方は、揚子江の南

側の給水責任を負っており、現在 8つのプロ

ジェクトのうち 5つのフィージビリティ・ス

タディー（FS）が行われた段階だ。貯水ダム

は、揚子江の喫水域に近い中央部の「長興島」

（図-1の赤い破線の部分）にあり、ダム湖の

総延長距離は 48km で、表面面積は 66km２、設

計有効貯水量は 4.38 億 m３（杭州の西湖の 8 

倍の水量と説明を受けた）、最高水位 7ｍ、

最低水位マイナス 1.5ｍ。青草沙浄水場に送

られる原水は「国家地表水環境品質標準」に

したがえば、Ⅱ類に相当する。同浄水場から

の水は、上海市民 1000 万人以上に供給して

いる。中小河川（その一つが黄浦江水源）が

汚染され飲用水として適さないことから、青

草沙水資源開発プロジェクトは、上海の「第

11次 5カ年計画」（2006～2011 年）として進

められ、現在もなお整備拡張が行われている。 

 

4） 国家エンジニアリング研究センターと上海

青草沙水源給水験証基地の写真 

 

敷地内の貯水池と浄水場入口の建物 

 
 

4．中国で予想される「畜産公害」に関する 

講演 -養豚排せつ物を適切に処理でき 

る技術の紹介-  

報告者：グリーンブルー社 社長 谷 學                                                                                                                              

（1）はじめに 

ここでは畜産業の中でも特に養豚につい

て、日本の過去事情から、現在の中国におけ

る 予想される「畜産公害」すなわち、養豚

場排せつ物の適正処理に関する一提案と、養

豚経営に伴う温室効果ガス（CH4、N2O) 排

出量の試算を行ったので紹介する。 

（2）日本における養豚業の変遷 

日本は戦後の高度経済成長に伴い、食事にお

ける肉食の増加とともに1970年頃から養 豚

業の経営規模の拡大が著しく、その結果、養

豚場からの排せつ物（糞尿）による公害問題

が表面化した。従来、養豚場は、一般民家（住

宅地）とは比較的離れた郊外地域で営まれて

いたが、都市化と同時に住宅地開発が郊外に

まで及び、その結果、養豚場に接近したこと

により、同施設からの悪臭や、水質汚染問題

が表面化することとなった。特に、初期の養

豚場における排せつ物処理の形態は、「素掘

り」や「野積み」が一般的で、したがって、

排せつ物からの臭気（悪臭）が周辺住宅地に

影響、また降雨時においては排せつ物が流れ

出し、農地や河川、地下水を汚染するという

問題、いわゆる「畜産公害」が発生した。 

日本ではこうした事情に鑑み、1999 年に

「家豚排せつ物の管理の適正化及び利用の

促 進に関する法律」（略称、「家畜排せつ法」）

が施行された。さらに 2004 年には、確実に

排せつ物の処理効果が期待できる技術導入

あるいは施設整備については、公的助成（資 

金支援）が受けられる制度が設けられた。養

豚場からの排せつ物を適切に処理するには、

少なくとも糞尿を貯める「貯留槽」「機 械撹

拌機」「強制発酵装置」「浄化槽」（活性汚泥

処理槽）「脱臭装置」等の設備投資が必要で

あるが、中小規模の養豚農家（経営体）では

経済的に対応することは極め困難であった。

「家畜排せつ法」の施工に伴い、日本の養豚

事業者は、着実に排せつ物の適正処理が進め

られるようになった。日本の「畜産公害」の

深刻化に伴い、排せつ物処理施設整備に公的

な助成措置が取られるようになったのは、上

述した通りわずか 10年前の 2004年からであ

る。 

（3）世界における豚の飼養頭数の現状 

世界の主な国々の豚の飼養頭数は、表-２

に示した通りで、中国が 4 億 7,720 万頭

（60％）と突出しており、2 位以下を大きく

引き離している。ちなみに 2位の EUは 27 カ

国の合計値で 1億 5,000 万頭である。周知の

通り、中華（国）料理には豚が欠かせないこ

とから納得できる。 

なお、中国における養豚場経営、特に排せ
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つ物の処理がどのように進められているか

明らかでないが、日本における本格的な養豚

場の排せつ物処理の現状に鑑みれば、極めて

深刻な、いわゆる「畜産公害」が発生してい

るものと推測する。 

（4）中国の経済発展と豚の飼養頭数の推移 

中国は、1978 年の改革開放以来、目覚まし

い経済発展を遂げている。特に、2010 年には

日本の国内総生産（GDP）抜き、世界第 2 位

の経済大国に発展した。そこで第Ⅲ-７図に、

中国の 2007 年から 2011 年までの5年間の一

人当たり GDP（GDP/Capita）と豚の飼 養頭数

の推移を比較してみた。 

 

 
 

図で明らかな通り、一人当たりの GDP につ

ては 2007 年の 2 万元に対して、2011 年には

3.5 万元と 75％も増加している。一方豚の飼

養頭数についは、2007 年が約 4億 2千万頭だ

ったのに対して、2011 年には 4億 7,700万頭

と 14％増加している。このグラフで注目すべ

き点は、先ず中国の経済成長率の高さである。

経済成長に伴い、豚の飼養頭数も増えている

が、経済成長ほどの伸び率はないが、両者 は

相関した伸び率を示している。ちなみに、豚

は 2007 年から 2011 年の 5年間で5,900万頭

（14.1％）増えている。いずれにしても、4

億 7,700万頭もの豚の糞尿がどのように処理

されているか、「畜産公害」の視点で、大き

く関心のあるところである。冒頭で説明した

通り、日本での養豚場の排せつ物処理に助成

金 が付くようになったのが、比較的最近で

あることを考慮すると、養豚経営に伴う排せ

つ物処理は、「素掘り」や「野積み」が多く、

結果として土壌汚染や河川、湖沼あるいは地

下水汚染の大きな要因の一つになっている

と考えられる。 

（５） 食肉消費量か見る中国の水汚染の深

刻度 

中国と米国における食肉消費量は、第Ⅲ-8

～11 図に示した通りで、中国は豚肉と養殖魚

の消 費量が頭抜けていることが分かる。中

国の豚肉消費量は米国の 6.5 倍、養殖魚の消

費量は 74 倍となっている。この他、牛肉は

1.8 倍、鶏肉は 0.9 倍、これらの消費量が意

味することは、中国における飼養（養豚、養

殖、養鶏、養牛）に伴う、排せつ物処理が大

きな課題となっていることが考えらえる。特

に、養豚については前述した通り、適切な排

せつ物処理設備を設けられていない。想像の

域を出ないが、中国も日本と同様、養豚 場

は都市部から離れた郊外にあり、しかも大切

な水源（湖沼や河川）近接していることが考

えられる。だとすれば、水源が養豚場の排せ

つ物により汚染さていることが考えられる。

また、養殖魚についても、湖沼や河川を堰き

止め養殖していることを考えると、 魚への

蒔餌の残りや排せつ物が、それらの水を汚染

している。さらに養豚場からの汚水も加わり、

極めて深刻なる湖沼、河川汚染を助長してい

るものと思われる。ここで注目すべきことは、

養豚場ならびに魚の養殖池は、多分に大切な

水源を汚染している可能性が大だというこ

とである。水源の水は、農業用水に、また生

活用水、さらに 下流では工業用水として活

用さているであろう。排せつ物で汚染された

水を農業で利用すれば排せつ物に多く含ま

れる窒素による土壌汚染（日本における許容

限界窒素量 250kg/ha）が生じる。 

中国における水問題を考える場合、水源近

くで起こっているこうした「畜産公害」に注 

目する必要があり、対策を急ぐ必要がある。 

日本では、高度経済成長に伴う食肉需要の増

大に伴い、1970 年代から養豚経営の規模 が

拡大した。小規模の時は、「素掘り」「野積み」

の排せつ物を、時間を掛けて圃場へ還元する
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こともできたが、量が増えるに従って処理に

困り、「素掘り」や「野積み」の状態で放置

され、さらには他の圃場へ不法投棄すると言

った公害犯罪も生じた。その結果、湖沼や河

川の汚染はもとより、地下水をも汚染するこ

とになり「畜産公害」が現実のものになった

ことは前述した通りである。日本におけるこ

れらの問題は、1980 年代中ごろに生じた。 

 

 
 

（６） 小規模の養豚経営体 

経済的に弱体中国と日本とを同じ次元で

説明できるかどうかは分からないが、日本で

は飼養頭数が2,500等を越すと大規模養豚経

営体とみなし、「家畜排せつ物法」（1999 年

制定、2004 年に改定され適切な排せつ物処理

設備の設置が求められた）に基づき、排せつ

物の適切な処理対応が進められている。とこ

ろが、これら設備を自前で持つことは経済的

に極めて難しく、いわゆる「家畜排せつ物法」

では、排せつ物を適切に処理できる技術証明

あるいは実績のある処理設備を設ける場合

においては、自治体から助成金が付与される

仕 組みとなっている。支給される助成金割

合は設備によって異なるが、例えば、浄化槽

は 100％、強制発酵装置（堆肥を作る施設）

の場合は 50％と言った具合である。中国にお

いて、日本のような法整備状況は理解してい

ないが、少なくとも「畜産公害」防止を促進

するには、こうした助成金制度の設置が不可

欠となろう。養豚場の排せつ物は、糞の場合

は堆肥化が可能であり、有機土壌肥料として

他の野菜生 産農家で使ってもらうという手

立ても考えられる。日本では、これを「耕畜

連携」と呼んでおり、有効に機能しているよ

うだ。中国においても助成金活用制度がある

とすれば、大規模養豚経営体ではその利用は

可能 かもしれないが、小規模養豚経営体で

は、市や鎮政府が「畜産環境センター」（公

営の排せつ物処理場）を建設し、排せつ物を

受け入れるという形を取ることも可能であ

る。ちなみに、日本での公の処理センターで

の排せつ物処理費用は、214～500 円/月・頭

となっているが、この額では畜産環境センタ

ーの運営が難しいことから、少なくとも

1,000 円/月・頭程度に処理費用の値上げが考

えられている。比較的コストを抑えた排せつ

物処理法として、「おが屑ろ過装置と土壌浄

化を生み合わせた畜産汚水浄化施設」（農

業・生物系特定産業技術研究機構）、「土壌を

利用した尿汚水浄化処理施設」（群馬県畜産

試験場）などがある。 

ちなみに、中国の 4億 7,600 万頭の飼養豚

からの排せつ物を日本価格で処理するとな

ると、5,700 億円（4 億 7,700 万頭×1,000

円/月・頭×12 月：335 億元に相当）を必要

とする。仮に半値だとしても 2,800 億円は掛

ることになる。なお、糞尿のうち、糞につい

ては、完熟堆肥として生成できれば有価物と

して販売は可能である。 

（7）食肉消費量の中米比較 

第Ⅲ-12 図は米国のアースポリシー研究所

が発表したもので、中国における食肉消費量

が急速に伸びていることを示している。 

第Ⅲ-12 図 食肉消費量の中米比較 

中国の食肉消費量は、1980年に 800 万㌧で

あったものが、32 年経った 2012 年では約 9

倍の 7,100 万㌧に達している。ちなみに食肉

消費量が米国を抜いたのは 1990 年で、その

後は、若干のデコボコはあるがほぼ一本調子

で右肩上がりに増え続けいる。 

 

（8）中国の肥育豚の排せつ量と温暖化物質

（GHG）の排出量試算 

表-3 は、中国の 4 億 7,600 万頭の飼養豚

から排出される温室効果ガス（GHG=CH₄、N₂O
を CO₂に換算）排出量を見積もったものであ
る。先ず、CH4 については、飼養に伴い排出

されるものが 523,600tCH4、排せつ物からの

排出される CH4 が 97,744tCH₄で、合計
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621,374tCH₄となる。これをCO₂に換算すると
1,300 万 t-CO ₂｛≒（523,600tCH4+97,74tCH₄）
×21CO2/CH4｝となる。これは、京都議定書

の日本の森林が1年間に吸収する二酸化炭素

量に等しい。一方、亜酸化窒素（N₂O）につ
いては、「糞尿混合処理・堆積発酵」を前提

とした時の排出量が 232.050tN₂O となり、こ
れを CO₂に換算すると 7,200 万 t-CO₂（≒
232,050tN₂O×310CO₂/N₂0）となる。豚の飼
養時のメタン（CH₄）発生における GHG 排出
量 1,300 万 t-CO₂と排せつ物処理に伴い発生
する一酸化二窒素（N₂O）による GHG 排出量
7,200t-CO₂を合算すると、8,500 万 t-CO₂と

なる。 

中国の 2012 年度における温室効果ガス総

排出量は 72億 5,850 万 t-CO₂であるから、養
豚に伴い発生する温室効果ガスの発生割合

は、1.2％｛≒（8,500 万 t-CO₂÷72億 5,850 
t-CO₂）×100｝となる。中国の養豚に伴い排
出される GHG 排出量は、日本が 12 億 5,600

万 t-CO₂（2010 年実績）と比較すると約7％
に相当する。地球温暖化の側面からも豚の飼

養ならびに排せつ物 

の適正処理は、注目すべき課題であると考

える。 

 

表-３ 中国の飼養豚の排せつ量と温暖化物質（GHG）の排出量試算日本の農林水産省 
生産部畜産部編「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（畜産編）参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ. 中国学術交流・シンポジウム＆

ビジネス交流の活性化提案 
報告者：日中科学技術交流協会理事・団長 

中河正勝 

 

１．日中技術交流の活発な産学間連携 

（１） 川崎市国際推進室等その他の市町村

との中国進出提携 

①企画・中国との事前計画作成準備中国技

術交流窓口とのスケジュール調整 

②中国への日本支援計画提案 

③長期計画立案・作成 

④参加企業のネットワーク作成 

⑤その他 

（２）千葉大他有力大学環境工学系との連携 

 

２．中国側とのネットワーク連携による体制構築 

（１）当協会中国留学奨励賞受賞者のネットワ

ークの構築  

（２）メンバリストの整備（現住所、勤務先住所、

TEL、メール、受賞年月日、留学先指導教授

等） 

 

3．日本進出企業のネットワークの構築 

（１）中国での学術シンポジウム＆技術交流

開催にあたって、関連進出企業に参加を呼び
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かけ、討論とビジネス交流ができる共有の環

境作りを事前に作る。 

（２）中国での効果的なビジネスチャンネル

の構築が必要 

 

4．協会推進体制の 1年計画での整備 

（１）メンバー（数名少人数） 

（２）１回/月会議開催・推進計画作成 

（３）理事会で推進状況報告 

 

5．資金調達方法：ジェトロ、文科省の資金支援

活用方法の検討 

 

６．中国関連機関と定期的(各機関１回/年）会 

 

中国科学院一行と会合 
 

本年7月18日、中国科学院国際合作局邱

華盛副局長、微電子研究所葉所長他４名の

方と品川プリンスホテルで、第5回電子材

料訪中シンポジウム、第3回環境シンポジ

ウムの打合せを行った。日本側は藤崎副理

事長、山脇副理事長、岡田理事、坂田理事、

中河理事、永崎事務局長が参加した。 
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学術交流・技術交流の融合とビジネス活性化概念図
ーフルブリッジビジネスの実践ー

融
合

ビジ
ネス
活性
化

環境ニーズ
の発掘

ビジネスチャウンス拡大

政府支援等

・展示会等活用

自治体との連携

2014 年度 年会費納入の御礼 

 

現在、34名と 2社の方から会費をご納

付いただき、誠にありがとうございます。 

 

会費：１口 10,000 円 1 口以上 

お振込先：みずほ銀行丸の内支店  

普通預金 口座番号 ２６０５１６４ 

日中科学技術交流協会 会長 有山正孝 


